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The urban development grant is Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism is doing system for 
urban development of cities. It is spending as the country's public works spending 40% of project cost for delivery, 
are helping the urban development of each district. But, at present since it is not quantitative benchmark for 
determining the benefits, cannot be determined accurately. In this study, thought to approximate to those of 
quantitative benefits, and results in a rise of land price increases in benefits, the eleven benchmarks of the ex-post 
evaluation of the urban development grant is intended to verify the integrity of the configuration of benchmarks 
that compared with the increase in land prices, to be evaluated. 
Key Words : Urban Development Grant, Benchmark, Ex-Post Evaluation  
 
 
１． 研究背景と目的 
国土交通省が都市のまちづくりに向けて行っている制
度として，まちづくり交付金
1)
というものがある．この交
付金は交付対象事業費の 4 割ほどを国の公共事業費とし
て支出し，地区ごとのまちづくりを支援しているのだが，
道路事業などのように事業における便益を求める指標が
定量的でない為，このまちづくり交付金においては，費
用便益分析等の方法による正確な判断が今のところでき
ないというのが現状である． 
本研究では、前に示したように曖昧かつ定量的ではな
い便益を，定量的なものに少しでも近づけていくため，
キャピタリゼーション仮説に基づくヘドニックアプロー
チ
3
）
より事業から生じた便益が地価の上昇に帰着すると
考え、まちづくり交付金の事後評価における 12 の指標 2)
のうち 11 の指標設定に関して，地価の上昇と比較するこ
とで評価し、すでに完了した既成市街地における都市再
生整備計画の事後評価をもとに，その整合性を検証する
ことを目的としている． 
 
２． 研究方法 
本研究では第一にまちづくり交付金とその事後評価に
ついて整理していく．これは，まちづくり交付金とその
内容について詳しく理解することで指標分野に関する検
証に結び付けるためである． 
第二に東京都 23区内のまちづくり交付金活用地区 4)に
おける調査を行い指標分野ごとの傾向を分析し，都市部
における指標分野ごとの分類傾向を把握する． 
第三に既成市街地等のまちづくり交付金活用地区にお
ける調査，検証を行い，そのうえで指標設定が地区に与
える影響について東京都 23区内の傾向分析による指標分
野の分類傾向を含め考察する． 
 
３． まちづくり交付金と事後評価 
まちづくり交付金とは，平成 16 年度に創設された制度
であり，市町村が作成した都市再生整備計画に基づいて
実施される事業に対して交付金を交付する制度である．
このまちづくり交付金は，地域ごとの歴史・文化・自然
環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施
させ，従来の補助事業に比べ，自主性・裁量性の大幅な
向上から，地域の創意工夫を活かした総合的・一体的な
まちづくりをすすめること，全国の都市再生を効率的に
推進することが可能であるとし，地域住民の生活の質の
向上と地域経済・社会の活性化を図ることができるとし
たものである． 
まちづくり交付金では，地域が抱える課題やまちづく
りのビジョンに基づき，市町村や地域の特性などを踏ま
え、まちづくりの目標や数値指標を達成するために必要
な事業(基幹事業・提案事業)を記載した都市再生整備計画
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を作成し，成果を意識しながら事業を実施し，交付期間
最終年度に目標の達成度を評価するとともに，必要な改
善点は速やかに改善するという一連の PDCA サイクルを
導入しており，一連のサイクルにおいて事後評価は，指
標において目標の達成状況等を確認し，今後のまちづく
り方策等を明らかにする意図を持ち，これを国土交通大
臣に報告し，公表しなくてはならないとされている．こ
のような仕組みは都市計画系の公共事業では，まちづく
り交付金においてほぼ初めて導入され，事後評価とその
評価における指標の重要度が明らかになった． 
評価において用いられる指標には大まかに 12 の指標分
野がある．それらは指標活用マニュアルに示されており，
それぞれの指標分野における達成度が国のおこなってい
る 2000億円超の公共事業の評価として成立している． 
まず，本研究ではこの 12 の指標分野を利用するのでこ
れらを指標ごとに整理していく． 
まちづくり交付金の事後評価における 12 の指標分野 
・ 人口・世帯 
全人口・年齢階級別人口・転出入人口等，全世帯数，
世帯主の年齢階級別世帯数，児童・生徒数が居る世
帯，新築住宅着工数，住宅戸数等 
・ 集客等 
地区観光入込客数，観光スポット来訪者数，観光施
設等利用者数，地区来街者数，商店街来街者数，地
区宿泊客数等 
・ 交通環境等 
道路・駅前広場等，公共施設の自転車，自転車，歩
行者交通量，違法駐車・路上駐車台数，放置自転車
台数，渋滞延長，渋滞長，交通所要時間 
・ 交通安全 
交通事故の発生件数 
・ 公共交通機関利用状況 
鉄道駅，電停の乗降客数(乗客数)，路線バス，コミュ
ニティバス利用者数等 
・ 商業活動等 
小売販売額・商業販売額等，商業従業者数，その他(来
店者数，店舗数・空き店舗数等) 
・ 公共公益施設等利用状況 
地域交流施設(交流センター，公民館等)の利用者数・
利用回数等，市民利用公共施設(公園・広場)の利用者
数・回数等，その他の公益施設(医療・福祉施設，文
化施設，子育て支援施設等)の利用者数・回数等 
・ インフラ等整備状況 
道路・歩道の整備状況(面積率，延長等)，公園・広場・
緑地等の整備状況(人口当たり面積，誘致圏人口等)，
市街地の安全性・防災性(消防活動困難地域，避難圏
域，避難地面積等)、バリアフリー整備率 
・ イベント開催状況 
イベントの開催回数，イベントの参加者(集客)，参加
団体等 
・ まちづくり・コミュニティ・地域活動 
まちづくり・コミュニティ活動への参加者数，まち
づくり・コミュニティ活動への参加団体数，まちづ
くり・コミュニティ活動の開催回数，防災組織加入
率・加入者数，防災活動参加率等 
・ 地価 
地価 
・ 満足度調査 
アンケート調査等 
 
４． 東京都 23 区内のまちづくり交付金活用地区に
おける分析 
（１）分析方法 
 キャピタリゼーション仮説に基づくヘドニックアプロ
ーチより事業から生じた便益が地価の上昇に帰着すると
いう考えをもとに，東京都 23区内におけるまちづくり交
付金活用地区の事後評価データよりそれぞれの a）指標分
野及び達成度の調査，b）検証に用いる地区の選定をおこ
ない，それらの地区データより c）地価変化率をそれぞれ
住宅地，商業地についてもとめ，100％以上のもの（無色），
100％未満のもの（赤色）で色分けし，上昇したものとそ
れ以外に分け，それらのデータを指標分野ごとに表 2 の
ようにまとめ，分析をおこなった． 
a）指標分野及び達成度 
まちづくり交付金の事後評価データより，地価以外の
11 の指標分野ごとに表 1 のように色分けをおこない，達
成度，達成の可否などの調査をおこなった． 
 
表 1 指標分野による色分け 
No. 色
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
公共公益施設等利用状況
インフラ等整備状況
イベント開催状況
まちづくり・コミュニティ・地域活動
満足度調査
集客等
交通環境等
交通安全
公共交通機関利用状況
商業活動等
指標分野
人口・世帯
 
 
b）検証に用いる地区の選定 
 地区の選定については，交付年数によって指標の達成
率，達成の可否などが変化すると考え，最もデータ数の
多かった交付期間 4年の地区を用い，また，a）を踏まえ，
指標の達成ができていないものについては本研究では指
標データとして用いず，一つの指標も達成できなかった
地区は地区データとして用いなかった． 
c）地価変化率 
 地価の推移については，国土交通省の調査業務報告書
査
5)
を踏まえ，地区の違いによる地価の推移の違いや，用
途地域による違いがあまり反映されないように，まちづ
くり活用地区における公示地価、都道府県地価調査
6)
より
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内包(又は隣接)住宅地最高地価，内包(又は隣接)駅前商
業地最高地価をそれぞれ市区町村ごとの住宅地，商業地
の地価の推移
7)
で除したものを本研究では，まちづくり交
付金活用地区における地価変化率と定義した． 
 
表 2 指標分野ごとの地価変化率（色付き） 
商業活動等
人口・世帯
練馬駅周辺地区
101.19% 106.53%
練馬駅周辺地区
101.19% 106.5%
勝どき・晴海地区
100.02% 95.07% 公共公益施設等利用状況
大久保二、三丁目地区
93.42% 101.6%
成城学園前駅周辺地区
104.38% 107.18%
篠崎地区
98.79% 98.21%
杉並西北地区
100.34% 102.37%
大崎駅周辺東五反田地区
110.50% 132.2%
西武池袋線沿線西部地区
107.44% 98.09%
大崎駅周辺東五反田地区
110.50% 132.17%
集客等
池袋駅東口周辺地区
97.01% 129.86%
練馬駅周辺地区
101.19% 106.5%
インフラ等整備状況
交通環境等
台地部地区
103.65% 98.95%
台地部地区
103.65% 98.95%
大久保二、三丁目地区
93.42% 101.61%
成城学園前駅周辺地区
104.38% 107.2%
中村橋駅周辺地区
99.21% 101.10%
杉並西北地区
100.34% 102.4%
大久保二、三丁目地区
93.42% 101.6% まちづくり・コミュニティ・地域活動
谷中地区
108.60% 92.1%
杉並西北地区
100.34% 102.37%
中村橋駅周辺地区
99.21% 101.1%
新小岩駅周辺地区
101.24% 99.36%
西武池袋線沿線西部地区
107.44% 98.1%
谷中地区
108.60% 92.11%
瑞江・篠崎地区
98.92% 106.8%
自由が丘地区
109.29% 119.65%
篠崎地区
98.79% 98.2%
自由が丘地区
109.29% 119.6% 満足度調査
池袋駅東口周辺地区
97.01% 129.9%
杉並西北地区
100.34% 102.37%
谷中地区
108.60% 92.11%
交通安全
中村橋駅周辺地区
99.21% 101.10%
西武池袋線沿線西部地区
107.44% 98.09%
瑞江・篠崎地区
98.92% 106.85%
地区名称
変化率
住宅地
変化率
商業地
指標
 
 
（２）分析結果 
 それぞれの指標ごとに赤：0，無色：1 のように扱い，
これによって地価変化率が 100％より大きいものと
100％以下のものの割合を求め，傾向を図 1 のように 1/2
と 2/3のラインで分類した。これより，データ数が少なく
正確ではないものやデータの採れなかったものなどはあ
るものの，データのあるものについて分析すると，主と
して街の住人に対しサービスを提供するものにおいては
住宅地，街の住人と地域経済に対しサービスを提供する
ものにおいてはその両方において地価の上昇が見られる
と考え，住人に対するものは住宅地，地域経済に対する
ものは商業地に影響を与えると考察された． 
 
住宅地1/2点未満 住宅地1/2点以上 住宅地2/3点以上
商業地
1/2点未満
交通安全
商業地
1/2点以上
人口・世帯、
交通環境等
まちづくり・コミュニティ・
地域活動
商業地
2/3点以上
インフラ等整備状況 満足度調査
集客等、
商業活動等、
公共公益施設等利用状況
 
図 1 指標分野ごとの評価分類 
 
５． 既成市街地等のまちづくり交付金活用地区に
おける検証 
（１）検証方法 
既成市街地等におけるまちづくり交付金活用地区の
指標設定について，本研究では a）既成市街地等 8)を研
究対象として選び，b）検証に用いる地区を選定し，c）
地価変化率をもとめた上で，指標以外のものと地価の
関係性を考慮するため，それぞれの地区において d）事
業計画(計画面積，交付対象事業費)と地価変化率の関
係性の検討，e）事後評価における評価件数と地価変化
率の関係性の検討，f）事後評価達成率と地価変化率の
関係性の検討，g）地域による事後評価指標分野の分布
及び地価変化率の傾向分析をおこない，それらを踏ま
え，事後評価指標分野と地価の関係性について東京 23
区内においておこなったように，既成市街地に対して
も指標分野ごとにデータをまとめ，さらに詳細な検証
をおこなうために，調査対象地区の平均地価変化率よ
り誤差を 5％とし，～94.9％:赤，95.0～105.0％:無色，
105.1％～:緑というように色付けをおこない，表 3 よ
うにまとめ，指標分野ごとに評価をおこない，既成市
街地におけるまちづくり交付金の指標設定の検証をお
こなった． 
 
表 3 指標分野の地価変化率色付け例 
台地部地区 東京都 大田区
103.65% 98.95%
成城学園前駅周辺地区 東京都 世田谷区
104.38% 107.18%
杉並西北地区 東京都 杉並区
100.34% 102.37%
大久保二、三丁目地区 東京都 新宿区
93.42% 101.61%
谷中地区 東京都 台東区
108.60% 92.11%
中村橋駅周辺地区 東京都 練馬区
99.21% 101.10%
西武池袋線沿線西部地区 東京都 練馬区
107.44% 98.09%
瑞江・篠崎地区 東京都 江戸川区
98.92% 106.85%
篠崎地区 東京都 江戸川区
98.79% 98.21%
自由が丘地区 東京都 目黒区
109.29% 119.65%
池袋駅東口周辺地区 東京都 豊島区
97.01% 129.86%
青木・並木地区 埼玉県 川口市
112.45% 124.84%
鴨居駅周辺地区 神奈川県 横浜市
95.37% 97.70%
菅田町いでと地区 神奈川県 横浜市
92.01% 97.91%
登戸・向ケ丘遊園駅周辺地区 神奈川県 川崎市
107.56% 104.79%
川崎駅周辺地区 神奈川県 川崎市
108.50% 113.64%
上飯田地区 愛知県 名古屋市
89.65% 98.06%
四谷通地区 愛知県 名古屋市
106.67% 102.90%
芸術文化センター周辺地区 兵庫県 西宮市
106.39% 99.21%
変化率
商業地
交通環境等
地区名 都道府県 区
変化率
住宅地
 
 
a）研究対象地域の設定 
本研究では全国の都市部を基準として考えているので
大都市圏法にいう既成市街地等の範囲を用い，首都圏だ
けでなく中京，京阪神の方も含め，産業又は人口が相当
程度集中し，公共施設の整備及び土地の高度利用など，
実質的に都市としての機能や景観が備わった表 4 のよう
な既成市街地を研究範囲として設定した． 
 
表 4 既成市街地の範囲 
都道府県 既成市街地等
東京都 23区、武蔵野市、三鷹市
神奈川県 横浜市、川崎市
埼玉県 川口市
大阪府 大阪市、守口市、東大阪市、堺市
京都府 京都市
兵庫県 神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市
中部圏 愛知県 名古屋市
首都圏
近畿圏
 
 
b）検証に用いる地区の選定 
 地区の選定については東京 23区内の際と同様に交付期
間 4 年の地区を用い，一つの指標も達成できなかった地
区は地区データとして用いなかった． 
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c）地価変化率の調査 
 地価変化率についても，東京都 23区内の際と同様に既
成市街地ごと(首都圏，中京圏
8)
，京阪神圏
9)
)の地価の推
移を調査し，それぞれのまちづくり交付金活用地区にお
ける地価変化率をもとめた． 
d）事業計画と地価変化率の関係性の検討 
 事業計画内容である計画面積，交付対象事業費と地価
に関係性があるかどうかを，住宅地，商業地それぞれに
ついて分析した．その結果，図 2，図 3のようになり，そ
れ ぞ れ 地 価 変 化 率 と 計 画 面 積 の 寄 与 率 は 住 宅
地:R2=0.0665，商業地:R2=0.0348，交付対象事業費の寄
与率は住宅地:R2=0.1832，商業地:R2=0.0264 となり，事
業計画と地価の関係性はみられなかった． 
 
 
図２ 計画面積と地価変化率の関係 
 
 
図３ 交付対象事業費と地価変化率の関係 
 
e）事後評価における評価件数と地価変化率の関係性の
検討 
 事後評価における評価件数ごとにまとめ，横軸に指標
件数，縦軸に住宅地，商業地それぞれの地価変化率の平
均を用い，図示した．結果は図 4 に示すようになり，住
宅地と比例，商業地と反比例しているような結果が出た．
これより住宅地では比較的に指標達成件数に地価変化率
が依存しており，商業地では指標達成件数に依存してい
ないことがわかった． 
 
 
図４ 指標件数と地価変化率の関係性 
 
f）事後評価達成率と地価変化率の関係性の検討 
 事後評価達成率というのは事後評価の指標における達
成率を指したものであり，達成した指標件数を計画に含
まれていた全指標件数で除したものである．事後評価達
成率をもとめ，評価件数の場合と同じように事後評価達
成率を横軸に，住宅地，商業地それぞれの地価変化率を
縦軸にとり，図示した．その結果が図 5 である．これよ
り、事後評価達成率と地価変化率の関係性は見られない
とわかった． 
 
 
図５ 指標達成率と地価変化率の関係性 
 
g）地域による事後評価指標分野分布及び地価変化率の
傾向分析 
 地域による事後評価指標分野の分布は，指標分野ごと
に首都圏，中京圏，京阪神圏の割合をもとめ，地価変化
率の傾向は，全体，首都圏，中京圏，京阪神圏における，
それぞれの地下変化率の値の平均をそれぞれ住宅地，商
業地についてもとめ，図 6，表 5のようにまとめた．図 6
より，指標分野により地域ごとの違いがあることわかり，
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交通安全に関しては京阪神圏，商業活動等，公共公益施
設等利用状況，イベント開催状況，満足度調査に関して
は中京圏において指標としての評価が用いられていない
事がわかった．また，表 5 より，全体と比較すると，首
都圏では住宅地が上昇し，中京圏では住宅地は低下，商
業地は上昇し，京阪神圏では双方とも低下したという結
果が得られた． 
 
 
図６ 指標分野ごとの都市圏分布 
 
表５ 都市圏別の地価変化率 
全体 首都圏 中京圏 京阪神圏
住宅地 101.02% 104.57% 94.08% 95.90%
商業地 104.57% 104.21% 109.97% 102.63%  
 
（２）検証結果 
 それぞれの指標分野ごとに赤:0，無色：0.5，緑：1 と
いうように扱い，評価をおこなった．その結果を表 6 に
示す．また，これを，1/2，2/3 のラインで区切ったもの
を図 7 に示した．これらより，大まかに見てみると，や
はり東京 23区内での例と同じように，街の住人に対しサ
ービスを提供しているものにおいては住宅地，街の経済
に対しサービスを提供しているものにおいては商業地に
おいて地価の上昇が見られ，指標の設定における整合性
がある程度あると考えられた． 
しかし，図 6 でわかるように、指標ごとの都市圏分布
の 8 割以上を首都圏が占めている交通環境等や公共公益
施設等利用状況，満足度調査などにおいては首都圏にお
ける住宅地の上昇に引っ張られ適正な結果が得られない
のではないかなど，様々な問題もあり，アプローチに応
じて地価の上昇が見られるという考え方に対し確証が持
てるとは言い難い結果となった． 
 
表６ 指標分野ごとの評価点数 
住宅＋ 商業＋
人口・世帯 0.42 0.55
集客等 0.75 0.75
交通環境等 0.63 0.63
交通安全 0.50 0.25
公共交通機関利用状況 0.63 0.58
商業活動等 0.75 1.00
公共公益施設等利用状況 0.68 0.61
インフラ等整備状況 0.48 0.58
イベント開催状況 0.50 0.54
まちづくり・コミュニティ・地域活動 0.71 0.50
満足度調査 0.77 0.59
指標分野
 
住宅地1/2点未満 住宅地1/2点以上 住宅地2/3点以上
商業地
1/2点未満
交通安全
まちづくり・コミュニティ・
地域活動、
商業地
1/2点以上
人口・世帯、
インフラ等整備状況
交通環境等、
公共交通機関利用状況、
イベント開催状況
公共公益施設等利用状況、
満足度調査
商業地
2/3点以上
集客等、
商業活動等、
 
図７ 指標分野ごとの評価分類 
 
６． まとめ 
 本研究では，まちづくり交付金における指標設定の検
証を行い，東京都 23区内，既成市街地等において，街の
住人に対しサービスを提供しているものにおいては住宅
地，街の経済に対しサービスを提供しているものにおい
ては商業地，また，そのどちらにもいえるものにおいて
はその両方において地価の上昇がおこる傾向があること
がわかった． 
 しかし，指標分野ごとにデータ数のばらつきがあるこ
とや，住宅地において指標達成件数に依存すること，都
市圏ごと用いる指標分野に差があり，都市圏ごとに地価
の価格変化率に違いがあることなどを考慮するとこれを
結論として定義するまでには至らない． 
 
７． 今後の展望 
 まちづくり交付金は社会資本整備総合交付金と名称が
変わったものの今後も用いられ続けているので，今後も
事後評価のデータは増えていくと考えられ，まとめにお
いてふれた課題に対しても解決がはかれると考えられる．
その上で，指標分野の定量化は難しいが，指標分野への
重み付け等であれば将来的には行えるのではないかと推
測される． 
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